
 （別添１） 事務の内容

「（１）住民基本台帳ファイル」を取り扱う事務の内容（既存住基システムを中心とした事務の流れ）

那覇市 機構

都道府県

既存住基

システム
市町村ＣＳ

5-①更新

1-①異動届（転入・

出生・死亡等）提出

3-①住民票の写し等

の交付申請

3-③住民票の写し等

の交付

3-②住民票の写し

等の作成

市民課

法務省端末

2-①照会

法務省

6-③法務省端末

への入力

◎戸籍台帳ファイル

には特定個人情報

は記録しない

既存住基システム

市町村の住民基本台

帳事務のために、市町

村独自にコンピュータ

を導入し、データベー

ス化されているシステ

ム

5-② 住民基本台
帳の記載等により
本人確認情報等
の連携を行う

庁内連携システム

戸籍システム

4-②統計出力
1-③更新

4-①統計処理

6-①法務省への

通知事項の作成

住民基本台帳

ファイル

本人確認情報

ファイル

戸籍台帳

ファイル住民
1-②
シス
テム
への
入力

6-②法務省へ

の通知事項の

出力

7-①戸籍の附票

情報の連携

6-④法務省との

連携

連携サー

バー

連携サー

バー

中間サーバー
宛名システム

(番号連携サーバー)

マイナポータ

1-①’

申請

データの申請管理システム



（備考）

※上記の図中、【申請管理システム】及び【宛名システム】については、どちらも番号連携サーバを指しているが、
　連携の状況や事務の流れの理解がしやすいよう、分けて表記している。

１．住民基本台帳の更新に関する事務
　1-①.住民より転入、出生、転居、転出、死亡等の届出等を受け付ける。
　1-①’マイナポータルのお知らせ機能での通知による申請データの受領
　1-②.既存住基システム端末に異動情報の入力をする。
  1-③.住民基本台帳ファイルを更新する。
２．住民基本台帳の照会
  2-①. ４情報の組み合わせや個人番号をキーワードとして、既存住基システム端末より住民基本台帳を検索する。
３．帳票の発行に関する事務
  3-①.住民より住民票の写し等の交付申請を受け付ける。
  3-②.既存住基システム端末を操作し、該当証明書を作成、発行する。
  3-③.発行した住民票の写し等の証明書を住民に交付する。
４．住民基本台帳の統計
  4-①.既存住基システムにて各種統計処理を行う。
  4-②.既存住基システムより各種統計情報を出力する。
５．住基ネットとの連携
  5-①.本人確認情報に変更等があった場合、市町村コミュニケーションサーバ内の本人確認情報ファイルを更新する。
　5-②.更新された本人確認情報ファイルを地方公共団体情報システム機構、都道府県、各市町村と連携する。
６．法務省への通知事項の作成
  6-①.既存住基システムにて外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を作成する。
  6-②.既存住基システムより外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を出力する。
  6-③.法務省端末に外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を入力する。
  6-④.法務省端末を通じて法務省と連携する。
７．戸籍システムとの連携
  7-①.那覇市に本籍を置いている住民の戸籍の附票の情報を連携する。



 （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」及び「（３）送付先情報ファイル」を取り扱う事務の内容（市町村ＣＳを中心とした事務の流れ）

市町村

市町村ＣＳ

他市町村
（転出地市町村）

既存住基
システム

統合端末

都道府県

地方公共団体
情報システム機構

全国サーバ

都道府県サーバ
（集約センター）

担当課

送付先情報
ファイル

送付先情報
7-②送付先情報の通知

住民

個人番号
カード等

8-①情報連携

2-③本人確認

個人番号or
基本4情報等

5-①本人確認情報の照会

本人確認情報5-②本人確認情報の提供

7-①抽出

1-①届出等
（出生・引越等）

2-①住民票の
写しの交付申請等

個人番号カード
管理システム

1-②更新

1-③更新

3-⑥更新要求

3-⑤’転入通知

転出証明書情報

3-③送信

本人確認情報等

2-②本人確認

2-④本人確認
結果通知

本人確認情報

本人確認情報

1-④本人確認情報の更新通知

3-⑤本人確認情報の更新通知

個人番号
カード等

本人確認情報
ファイル

3-②送信依頼

3-①特例転入

4-①検索

本人確認情報

6-①整合性確認用
データ送付

6-③確認結果
通知

6-②整合性確認

6-②整合性確認

転出証明書
情報

3-④転入処理

・都道府県サーバ
：都道府県内の市町村の住民の本人確認情報を管理し、都道
府県内の市町村の市町村ＣＳや全国サーバとのデータ交換
を行う（現在（平成２６年６月時点）、全国にある都道府
県サーバは１拠点（集約センター）に集約されている）。

・全国サーバ
：機構に設置される、全国民の本人確認情報を記録、保存す
るサーバ。

・統合端末
：市町村ＣＳを利用した業務
処理の操作を行う。

：住民基本台帳カード又は個
人番号カードを利用した本
人確認業務を行う。

：操作者の照合情報を利用し
た操作者認証を行う。

・既存住基システム
：市町村の住民基本台帳事務
のために、市町村独自にコ
ンピュータを導入し、デー
タベース化されているシス
テム。

・市町村ＣＳ
：本人確認情報を記録し、
既存住基システム、都
道府県サーバ、他市町
村ＣＳ とデータ交換
を行う。

※個人番号カードに係る事務（通知カード／個人番号カードの発行・送付など）については地方公共団体情報システム機構（機構）が評価書を作成しますので、機
構が評価する「住民基本台帳ネットワーク及び番号制度関連事務」をご覧ください。

那覇市 機構



（備考）

 （別添１） 事務の内容

「（１）住民基本台帳ファイル」を取り扱う事務の内容（既存住基システムを中心とした事務の流れ）

　標準準拠システム移行後の事務の流れ

１．本人確認情報の更新に関する事務
　1-①.住民から転入、転出、転居、出生、死亡等の届出等を受け付ける。
　1-②.本市の住民基本台帳（既存住基システム）を更新する。
　1-③.本市の住民基本台帳にて更新された住民情報を基に、市町村コミュニケーションサーバの本人確認情報を更新する。
　1-④.市町村コミュニケーションサーバにて更新された本人確認情報を当該都道府県の都道府県サーバに通知する。

２．本人確認に関する事務
　2-①.住民から、住民票の写しの交付申請等、本人確認が必要となる申請を受け付ける。
　2-②,③.統合端末において、住民から提示された個人番号カードに記録された住民票コード（又は法令で定めた書類に
　　　 記載された４情報）を送信し、市町村コミュニケーションサーバを通じて、全国サーバに対して本人確認を行う。
　2-④.全国サーバより、市町村コミュニケーションサーバを通じて、本人確認結果を受領する。

３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
　3-①.転入手続を行う住民から提示された個人番号カードを利用して本人確認(「２．本人確認」を参照)を行う。
　3-②.統合端末から、市町村コミュニケーションサーバを経由して転出地市町村に対し転出証明書情報の送信依頼を行う。
　3-③.市町村コミュニケーションサーバにおいて転出地市町村より転出証明書情報を受信する。
　3-④.既存住基システムにおいて、市町村コミュニケーションサーバから転出証明書情報を受信し、転入処理を行う。
　3-⑤.市町村コミュニケーションサーバより、既存住基システムから転入処理完了後に受け渡される転入通知情報を
　　　 転出地市町村へ送信すると同時に、都道府県サーバへ本人確認情報の更新情報を送信する。
　3-⑥.転入処理完了後、個人番号カードの継続利用処理を行い、個人番号カード管理システムに対し、
　　　 個人番号カード管理情報の更新要求を行う。

４．本人確認情報検索に関する事務
　4-①.４情報の組み合わせをキーワードとして、市町村コミュニケーションサーバの本人確認情報を検索する。
　※検索対象者が自都道府県の住所地市町村以外の場合は都道府県サーバ、他都道府県の場合は全国サーバに対して
　　それぞれ検索の要求を行う。

５．機構への情報照会に係る事務
　5-①.地方公共団体情報システム機構に対し、個人番号又は４情報等をキーワードとした本人確認情報の照会を行う。
　5-②.地方公共団体情報システム機構から、当該個人の本人確認情報を受領する。

６．本人確認情報整合に係る事務
　6-①.市町村コミュニケーションサーバより、都道府県サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用の本人確認情報を送付する。
　6-②.都道府県サーバ及び住基全国サーバにおいて、市町村コミュニケーションサーバより受領した整合性確認用の本人確認情報を用いて
　　　 保有する本人確認情報の整合性確認を行う。
　6-③.都道府県サーバ及び全国サーバから市町村コミュニケーションサーバに対して整合性確認結果を通知する。

７．送付先情報通知に関する事務
　7-①.既存住基システムから、当該市町村における個人番号カードの交付対象者の送付先情報を抽出する。
　7-②.個人番号カード管理システムに対し、送付先情報を通知する。

８．個人番号カード管理システムとの情報連携
　8-①.個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は一時停止解除に係る情報や
　　　 個人番号カードの返還情報等を連携する。



（備考）

那覇市 機構

都道府県

既存住基
市町村ＣＳ

5-①更新

1-①異動届（転入・

出生・死亡等）提出

3-①住民票の写し等

の交付申請

3-③住民票の写し等

の交付

3-②住民票の写し

等の作成

市民課

法務省端末

2-①照会

法務省

6-③法務省端末

への入力

◎戸籍台帳ファイル

には特定個人情報は

既存住基システム

市町村の住民基本台

帳事務のために、市町

村独自にコンピュータ

を導入し、データベー

ス化されているシステ

ム

5-② 住民基本台
帳の記載等により
本人確認情報等
の連携を行う

庁内連携システム

戸籍システム
4-②統計出力

1-③更新

4-①統計処理

住民基本台帳

ファイル

本人確認情報

ファイル

戸籍台帳住民
1-②
シス
テム
への
入力

7-①戸籍の附票

情報の連携

6-④法務省との

連携

連携サー

バー

中間サーバー
宛名システム

(番号連携サーバー)

マイナポータ

1-①’

申請

データの申請管理システム

ガバメントクラウド

独自クラウド

連携サー

バー

6-②法務省へ

の通知事項の

出力

6-①法務省への

通知事項の作成



 （別添１） 事務の内容

「（２）本人確認情報ファイル」及び「（３）送付先情報ファイル」を取り扱う事務の内容（市町村ＣＳを中心とした事務の流れ）

※上記の図中、【申請管理システム】及び【宛名システム】については、どちらも番号連携サーバを指しているが、
　連携の状況や事務の流れの理解がしやすいよう、分けて表記している。

１．住民基本台帳の更新に関する事務
　1-①.住民より転入、出生、転居、転出、死亡等の届出等を受け付ける。
　1-①’マイナポータルのお知らせ機能での通知による申請データの受領
　1-②.既存住基システム端末に異動情報の入力をする。
  1-③.住民基本台帳ファイルを更新する。
２．住民基本台帳の照会
  2-①. ４情報の組み合わせや個人番号をキーワードとして、既存住基システム端末より住民基本台帳を検索する。
３．帳票の発行に関する事務
  3-①.住民より住民票の写し等の交付申請を受け付ける。
  3-②.既存住基システム端末を操作し、該当証明書を作成、発行する。
  3-③.発行した住民票の写し等の証明書を住民に交付する。
４．住民基本台帳の統計
  4-①.既存住基システムにて各種統計処理を行う。
  4-②.既存住基システムより各種統計情報を出力する。
５．住基ネットとの連携
  5-①.本人確認情報に変更等があった場合、市町村コミュニケーションサーバ内の本人確認情報ファイルを更新する。
　5-②.更新された本人確認情報ファイルを地方公共団体情報システム機構、都道府県、各市町村と連携する。
６．法務省への通知事項の作成
  6-①.既存住基システムにて外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を作成する。
  6-②.既存住基システムより外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を出力する。
  6-③.法務省端末に外国人住民等の住民票記載情報等の通知情報を入力する。
  6-④.法務省端末を通じて法務省と連携する。
７．戸籍システムとの連携
  7-①.那覇市に本籍を置いている住民の戸籍の附票の情報を連携する。

　標準準拠システム移行後の事務の流れ

市町村

市町村ＣＳ

他市町村
（転出地市町村）

既存住基
システム

統合端末

都道府県

地方公共団体
情報システム機構

全国サーバ

都道府県サーバ
（集約センター）

担当課

送付先情報
ファイル

送付先情報
7-②送付先情報の通知

住民

個人番号
カード等

8-①情報連携

2-③本人確認

個人番号or
基本4情報等

5-①本人確認情報の照会

本人確認情報5-②本人確認情報の提供

7-①抽出

1-①届出等
（出生・引越等）

2-①住民票の
写しの交付申請等

個人番号カード
管理システム

1-②更新

1-③更新

3-⑥更新要求

3-⑤’転入通知

転出証明書情報

3-③送信

本人確認情報等

2-②本人確認

2-④本人確認
結果通知

本人確認情報

本人確認情報

1-④本人確認情報の更新通知

3-⑤本人確認情報の更新通知

個人番号
カード等

本人確認情報
ファイル

3-②送信依頼

3-①特例転入

4-①検索

本人確認情報

6-①整合性確認用
データ送付

6-③確認結果
通知

6-②整合性確認

6-②整合性確認

転出証明書
情報

3-④転入処理

・都道府県サーバ
：都道府県内の市町村の住民の本人確認情報を管理し、都道
府県内の市町村の市町村ＣＳや全国サーバとのデータ交換
を行う（現在（平成２６年６月時点）、全国にある都道府
県サーバは１拠点（集約センター）に集約されている）。

・全国サーバ
：機構に設置される、全国民の本人確認情報を記録、保存す
るサーバ。

・統合端末
：市町村ＣＳを利用した業務
処理の操作を行う。

：住民基本台帳カード又は個
人番号カードを利用した本
人確認業務を行う。

：操作者の照合情報を利用し
た操作者認証を行う。

・既存住基システム
：市町村の住民基本台帳事務
のために、市町村独自にコ
ンピュータを導入し、デー
タベース化されているシス
テム。

・市町村ＣＳ
：本人確認情報を記録し、
既存住基システム、都
道府県サーバ、他市町
村ＣＳ とデータ交換
を行う。

※個人番号カードに係る事務（通知カード／個人番号カードの発行・送付など）については地方公共団体情報システム機構（機構）が評価書を作成しますので、機
構が評価する「住民基本台帳ネットワーク及び番号制度関連事務」をご覧ください。

那覇市 機構
ガバメントクラウド

市町村

市町村ＣＳ

他市町村
（転出地市町村）

既存住基
システム

統合端末

都道府県

地方公共団体
情報システム機構

全国サーバ

都道府県サーバ
（集約センター）

担当課

送付先情報
ファイル

送付先情報
7-②送付先情報の通知

住民

個人番号
カード等

8-①情報連携

2-③本人確認

個人番号or
基本4情報等

5-①本人確認情報の照会

本人確認情報5-②本人確認情報の提供

7-①抽出

1-①届出等
（出生・引越等）

2-①住民票の
写しの交付申請等

個人番号カード
管理システム

1-②更新

1-③更新

3-⑥更新要求

3-⑤’転入通知

転出証明書情報

3-③送信

本人確認情報等

2-②本人確認

2-④本人確認
結果通知

本人確認情報

本人確認情報

1-④本人確認情報の更新通知

3-⑤本人確認情報の更新通知

個人番号
カード等

本人確認情報
ファイル

3-②送信依頼

3-①特例転入

4-①検索

本人確認情報

6-①整合性確認用
データ送付

6-③確認結果
通知

6-②整合性確認

6-②整合性確認

転出証明書
情報

3-④転入処理

・都道府県サーバ
：都道府県内の市町村の住民の本人確認情報を管理し、都道
府県内の市町村の市町村ＣＳや全国サーバとのデータ交換
を行う（現在（平成２６年６月時点）、全国にある都道府
県サーバは１拠点（集約センター）に集約されている）。

・全国サーバ
：機構に設置される、全国民の本人確認情報を記録、保存す
るサーバ。

・統合端末
：市町村ＣＳを利用した業務
処理の操作を行う。

：住民基本台帳カード又は個
人番号カードを利用した本
人確認業務を行う。

：操作者の照合情報を利用し
た操作者認証を行う。

・既存住基システム
：市町村の住民基本台帳事務
のために、市町村独自にコ
ンピュータを導入し、デー
タベース化されているシス
テム。

・市町村ＣＳ
：本人確認情報を記録し、
既存住基システム、都
道府県サーバ、他市町
村ＣＳ とデータ交換
を行う。

※個人番号カードに係る事務（通知カード／個人番号カードの発行・送付など）については地方公共団体情報システム機構（機構）が評価書を作成しますので、機
構が評価する「住民基本台帳ネットワーク及び番号制度関連事務」をご覧ください。

市町村

市町村ＣＳ

他市町村
（転出地市町村）

既存住基
システム

統合端末

都道府県

地方公共団体
情報システム機構

全国サーバ

都道府県サーバ
（集約センター）

担当課

送付先情報
ファイル

送付先情報
7-②送付先情報の通知

住民

個人番号
カード等

8-①情報連携

2-③本人確認

個人番号or
基本4情報等

5-①本人確認情報の照会

本人確認情報5-②本人確認情報の提供

7-①抽出

1-①届出等
（出生・引越等）

2-①住民票の
写しの交付申請等

個人番号カード
管理システム

1-②更新

1-③更新

3-⑥更新要求

3-⑤’転入通知

転出証明書情報

3-③送信

本人確認情報等

2-②本人確認

2-④本人確認
結果通知

本人確認情報

本人確認情報

1-④本人確認情報の更新通知

3-⑤本人確認情報の更新通知

個人番号
カード等

本人確認情報
ファイル

3-②送信依頼

3-①特例転入

4-①検索

本人確認情報

6-①整合性確認用
データ送付

6-③確認結果
通知

6-②整合性確認

6-②整合性確認

転出証明書
情報

3-④転入処理

・都道府県サーバ
：都道府県内の市町村の住民の本人確認情報を管理し、都道
府県内の市町村の市町村ＣＳや全国サーバとのデータ交換
を行う（現在（平成２６年６月時点）、全国にある都道府
県サーバは１拠点（集約センター）に集約されている）。

・全国サーバ
：機構に設置される、全国民の本人確認情報を記録、保存す
るサーバ。

・統合端末
：市町村ＣＳを利用した業務
処理の操作を行う。

：住民基本台帳カード又は個
人番号カードを利用した本
人確認業務を行う。

：操作者の照合情報を利用し
た操作者認証を行う。

・既存住基システム
：市町村の住民基本台帳事務
のために、市町村独自にコ
ンピュータを導入し、デー
タベース化されているシス
テム。

・市町村ＣＳ
：本人確認情報を記録し、
既存住基システム、都
道府県サーバ、他市町
村ＣＳ とデータ交換
を行う。

※個人番号カードに係る事務（通知カード／個人番号カードの発行・送付など）については地方公共団体情報システム機構（機構）が評価書を作成しますので、機
構が評価する「住民基本台帳ネットワーク及び番号制度関連事務」をご覧ください。



（備考）

　標準準拠システム移行後の事務の流れ

１．本人確認情報の更新に関する事務
　1-①.住民から転入、転出、転居、出生、死亡等の届出等を受け付ける。
　1-②.本市の住民基本台帳（既存住基システム）を更新する。
　1-③.本市の住民基本台帳にて更新された住民情報を基に、市町村コミュニケーションサーバの本人確認情報を更新する。
　1-④.市町村コミュニケーションサーバにて更新された本人確認情報を当該都道府県の都道府県サーバに通知する。

２．本人確認に関する事務
　2-①.住民から、住民票の写しの交付申請等、本人確認が必要となる申請を受け付ける。
　2-②,③.統合端末において、住民から提示された個人番号カードに記録された住民票コード（又は法令で定めた書類に
　　　 記載された４情報）を送信し、市町村コミュニケーションサーバを通じて、全国サーバに対して本人確認を行う。
　2-④.全国サーバより、市町村コミュニケーションサーバを通じて、本人確認結果を受領する。

３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
　3-①.転入手続を行う住民から提示された個人番号カードを利用して本人確認(「２．本人確認」を参照)を行う。
　3-②.統合端末から、市町村コミュニケーションサーバを経由して転出地市町村に対し転出証明書情報の送信依頼を行う。
　3-③.市町村コミュニケーションサーバにおいて転出地市町村より転出証明書情報を受信する。
　3-④.既存住基システムにおいて、市町村コミュニケーションサーバから転出証明書情報を受信し、転入処理を行う。
　3-⑤.市町村コミュニケーションサーバより、既存住基システムから転入処理完了後に受け渡される転入通知情報を
　　　 転出地市町村へ送信すると同時に、都道府県サーバへ本人確認情報の更新情報を送信する。
　3-⑥.転入処理完了後、個人番号カードの継続利用処理を行い、個人番号カード管理システムに対し、
　　　 個人番号カード管理情報の更新要求を行う。

４．本人確認情報検索に関する事務
　4-①.４情報の組み合わせをキーワードとして、市町村コミュニケーションサーバの本人確認情報を検索する。
　※検索対象者が自都道府県の住所地市町村以外の場合は都道府県サーバ、他都道府県の場合は全国サーバに対して
　　それぞれ検索の要求を行う。

５．機構への情報照会に係る事務
　5-①.地方公共団体情報システム機構に対し、個人番号又は４情報等をキーワードとした本人確認情報の照会を行う。
　5-②.地方公共団体情報システム機構から、当該個人の本人確認情報を受領する。

６．本人確認情報整合に係る事務
　6-①.市町村コミュニケーションサーバより、都道府県サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用の本人確認情報を送付する。
　6-②.都道府県サーバ及び住基全国サーバにおいて、市町村コミュニケーションサーバより受領した整合性確認用の本人確認情報を用いて
　　　 保有する本人確認情報の整合性確認を行う。
　6-③.都道府県サーバ及び全国サーバから市町村コミュニケーションサーバに対して整合性確認結果を通知する。

７．送付先情報通知に関する事務
　7-①.既存住基システムから、当該市町村における個人番号カードの交付対象者の送付先情報を抽出する。
　7-②.個人番号カード管理システムに対し、送付先情報を通知する。

８．個人番号カード管理システムとの情報連携
　8-①.個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は一時停止解除に係る情報や
　　　 個人番号カードの返還情報等を連携する。

市町村

市町村ＣＳ

他市町村
（転出地市町村）

既存住基
システム

統合端末

都道府県

地方公共団体
情報システム機構

全国サーバ

都道府県サーバ
（集約センター）

担当課

送付先情報
ファイル

送付先情報
7-②送付先情報の通知

住民

個人番号
カード等

8-①情報連携

2-③本人確認

個人番号or
基本4情報等

5-①本人確認情報の照会

本人確認情報5-②本人確認情報の提供

7-①抽出

1-①届出等
（出生・引越等）

2-①住民票の
写しの交付申請等

個人番号カード
管理システム

1-②更新

1-③更新

3-⑥更新要求

3-⑤’転入通知

転出証明書情報

3-③送信

本人確認情報等

2-②本人確認

2-④本人確認
結果通知

本人確認情報

本人確認情報

1-④本人確認情報の更新通知

3-⑤本人確認情報の更新通知

個人番号
カード等

本人確認情報
ファイル

3-②送信依頼

3-①特例転入

4-①検索

本人確認情報

6-①整合性確認用
データ送付

6-③確認結果
通知

6-②整合性確認

6-②整合性確認

転出証明書
情報

3-④転入処理

・都道府県サーバ
：都道府県内の市町村の住民の本人確認情報を管理し、都道
府県内の市町村の市町村ＣＳや全国サーバとのデータ交換
を行う（現在（平成２６年６月時点）、全国にある都道府
県サーバは１拠点（集約センター）に集約されている）。

・全国サーバ
：機構に設置される、全国民の本人確認情報を記録、保存す
るサーバ。

・統合端末
：市町村ＣＳを利用した業務
処理の操作を行う。

：住民基本台帳カード又は個
人番号カードを利用した本
人確認業務を行う。

：操作者の照合情報を利用し
た操作者認証を行う。

・既存住基システム
：市町村の住民基本台帳事務
のために、市町村独自にコ
ンピュータを導入し、デー
タベース化されているシス
テム。

・市町村ＣＳ
：本人確認情報を記録し、
既存住基システム、都
道府県サーバ、他市町
村ＣＳ とデータ交換
を行う。

※個人番号カードに係る事務（通知カード／個人番号カードの発行・送付など）については地方公共団体情報システム機構（機構）が評価書を作成しますので、機
構が評価する「住民基本台帳ネットワーク及び番号制度関連事務」をご覧ください。



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目



「（２）本人確認情報ファイル」及び「（３）送付先情報ファイル」
名称 本人確認情報ファイル 名称 送付先情報ファイル

№ 項　　目　　名 № 項　　目　　名

1 住民票コード 1 送付先管理番号

2 漢字氏名 2 送付先郵便番号

3 外字数（氏名） 3 送付先住所　漢字項目長

4 ふりがな氏名 4 送付先住所　漢字

5 清音化かな氏名 5 送付先住所　漢字　外字数

6 生年月日 6 送付先氏名　漢字項目長

7 性別 7 送付先氏名　漢字

8 市町村コード 8 送付先氏名　漢字　外字数

9 大字・字コード 9 市町村コード

10 郵便番号 10 市町村名　項目長

11 住所 11 市町村名

12 外字数（住所） 12 市町村郵便番号

13 個人番号 13 市町村住所　項目長

14 住民となった日 14 市町村住所

15 住所を定めた日 15 市町村住所　外字数

16 届出の年月日 16 市町村電話番号

17 市町村コード（転入前） 17 交付場所名　項目長

18 転入前住所 18 交付場所名

19 外字数（転入前住所） 19 交付場所名　外字数

20 続柄 20 交付場所郵便番号

21 異動事由 21 交付場所住所　項目長

22 異動年月日 22 交付場所住所

23 異動事由詳細 23 交付場所住所　外字数

24 旧住民票コード 24 交付場所電話番号

25 住民票コード使用年月日 25 カード送付場所名　項目長

26 依頼管理番号 26 カード送付場所名

27 操作者ＩＤ 27 カード送付場所名　外字数

28 操作端末ＩＤ 28 カード送付場所郵便番号

29 更新順番号 29 カード送付場所住所　項目長

30 異動事更新順番号 30 カード送付場所住所

31 更新禁止フラグ 31 カード送付場所住所　外字数

32 予定者フラグ 32 カード送付場所電話番号

33 排他フラグ 33 対象となる人数

34 外字フラグ 34 処理年月日

35 レコード状況フラグ 35 操作者ＩＤ

36 タイムスタンプ 36 操作端末ＩＤ

37 印刷区分

38 住民票コード

39 氏名　漢字項目長

40 氏名　漢字

41 氏名　漢字　外字数

42 氏名　かな項目長

43 氏名　かな

44 郵便番号

45 住所　項目長

46 住所

47 住所　外字数

48 生年月日

49 性別

50 個人番号

51 第３０条の４５に規定する区分

52 在留期間満了の日

53 代替文字変換結果

54 代替文字氏名　項目長

55 代替文字氏名

56 代替文字住所　項目長

57 代替文字住所

58 代替文字氏名位置情報

59 代替文字氏名住所位置情報

60 外字フラグ

61 外字パターン

 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目



標準準拠システム移行後のファイル記録項目

 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（１）住民基本台帳ファイル　１／２

No. 項目名 No. 項目名 No. 項目名

1 市区町村コード 51 世帯主氏名 101 転居前住所_町字

2 宛名番号 52 住所_市区町村コード 102 転居前住所_番地号表記

3 個人履歴番号 53 住所_町字コード 103 転居前住所_方書コード

4 個人履歴番号_枝番号 54 指定都市_行政区等コード 104 転居前住所_方書

5 最新フラグ 55 住所_都道府県 105 転居前住所_方書_フリガナ

6 改製番号 56 住所_市区郡町村名 106 転居前住所_郵便番号

7 世帯番号 57 住所_町字 107 本籍

8 住民種別 58 住所_番地号表記 108 本籍_都道府県

9 住民状態 59 住所_番地枝番数値 109 本籍_市区郡町村名

10 住民票コード 60 住所_方書コード 110 本籍_町字

11 個人番号 61 住所_方書 111 本籍_地番号または、街区符号

12 異動年月日 62 住所_方書_フリガナ 112 本籍_市区町村コード

13 異動年月日_不詳フラグ 63 住所_郵便番号 113 本籍_町字コード

14 異動年月日_不詳表記 64 住民となった年月日 114 戸籍_筆頭者

15 異動届出年月日 65 住民となった年月日_不詳フラグ 115 戸籍_筆頭者_氏

16 届出番号 66 住民となった年月日_不詳表記 116 戸籍_筆頭者_名

17 異動事由 67 住民となった届出年月日 117 消除の事由

18 異動区分 68 住民となった届出年月日_不詳フラグ 118 転出届出年月日

19 申出日 69 住民となった届出年月日_不詳表記 119 転出予定年月日

20 戸籍届出・通知日 70 記載の異動年月日 120 消除の届出年月日

21 記載等の種別 71 記載の異動年月日_不詳フラグ 121 消除の異動年月日

22 氏名 72 記載の異動年月日_不詳表記 122 消除の異動年月日_不詳フラグ

23 氏_日本人 73 記載の事由 123 消除の異動年月日_不詳表記

24 名_日本人 74 転入前住所_市区町村コード 124 転入通知年月日

25 氏名_外国人ローマ字 75 転入前住所_町字コード 125 転出年月日（確定）

26 氏名_外国人漢字 76 転入前住所_都道府県 126 転出先住所（予定）_市区町村コード

27 氏名_振り仮名（フリガナ） 77 転入前住所_市区郡町村名 127 転出先住所（予定）_町字コード

28 氏_日本人_振り仮名 78 転入前住所_町字 128 転出先住所（予定）_都道府県

29 名_日本人_振り仮名 79 転入前住所_番地号表記 129 転出先住所（予定）_市区郡町村名

30 氏名_振り仮名公証・フリガナ確認状況 80 転入前住所_方書 130 転出先住所（予定）_町字

31 氏名_氏名のカタカナ表記 81 転入前住所_郵便番号 131 転出先住所（予定）_番地号表記

32 請求日 82 転入前住所_国名コード 132 転出先住所（予定）_方書

33 旧氏 83 転入前住所_国名等 133 転出先住所（予定）_国名コード

34 旧氏_フリガナ 84 転入前住所_国外住所 134 転出先住所（予定）_国名等

35 旧氏_フリガナ確認状況 85 転入前住所_世帯主氏名 135 転出先住所（予定）_国外住所

36 通称 86 最終登録住所_市区町村コード 136 転出先住所（予定）_郵便番号

37 通称_フリガナ 87 最終登録住所_町字コード 137 転出先住所（確定）_市区町村コード

38 通称_フリガナ確認状況 88 最終登録住所_都道府県 138 転出先住所（確定）_町字コード

39 氏名優先区分 89 最終登録住所_市区郡町村名 139 転出先住所（確定）_都道府県

40 性別 90 最終登録住所_町字 140 転出先住所（確定）_市区郡町村名

41 性別表記 91 最終登録住所_番地号表記 141 転出先住所（確定）_町字

42 生年月日_元号 92 最終登録住所_方書 142 転出先住所（確定）_番地号表記

43 生年月日 93 最終登録住所_郵便番号 143 転出先住所（確定）_方書

44 生年月日_不詳フラグ 94 住所を定めた年月日 144 転出先住所（確定）_郵便番号

45 生年月日_不詳表記 95 住所を定めた年月日_不詳フラグ 145 外国人住民となった年月日

46 続柄コード1 96 住所を定めた年月日_不詳表記 146 外国人住民となった年月日_不詳フラグ

47 続柄コード2 97 転居前住所_市区町村コード 147 外国人住民となった年月日_不詳表記

48 続柄コード3 98 転居前住所_町字コード 148 在留カード等番号

49 続柄コード4 99 転居前住所_都道府県 149 在留カード等番号区分

50 続柄表記 100 転居前住所_市区郡町村名 150 国籍等_国名コード

住民基本台帳ファイル



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（１）住民基本台帳ファイル　２／２

No. 項目名 No. 項目名

151 国籍名等 201 誤記修正後の氏名の振り仮名（フリガナ）

152 第30条45規定区分 202 誤記修正後の生年月日

153 住居地の届出の有無 203 法第30条46又は47区分

154 在留資格等コード 204 改製消除年月日

155 在留期間等コード_年 205 改製消除年月日_不詳フラグ

156 在留期間等コード_月 206 改製消除年月日_不詳表記

157 在留期間等コード_日 207 入力場所コード

158 在留期間の満了の日 208 入力場所表記

159 特別永住者証明書交付年月日 209 入力端末

160 特別永住者証明書有効期限 210 選挙人名簿登録有無

161 統合記載欄B類型1表示項目 211 国保資格有無

162 統合記載欄B類型1 212 国保資格取得年月日

163 統合記載欄B類型2表示項目 213 国保資格喪失年月日

164 統合記載欄B類型2 214 後期高齢資格有無

165 統合記載欄B類型3表示項目 215 後期高齢資格取得年月日

166 統合記載欄B類型3 216 後期高齢資格喪失年月日

167 履歴選択不可フラグ 217 介護資格有無

168 事実上の世帯主氏名 218 介護資格取得年月日

169 通称住所_郵便番号 219 介護資格喪失年月日

170 通称住所_市区町村コード 220 年金資格有無

171 通称住所_町字コード 221 基礎年金番号

172 通称住所_町字 222 年金資格種別

173 通称住所_地番号 223 年金資格種別変更年月日

174 処理年月日 224 年金資格取得年月日

175 改製記載年月日 225 年金資格喪失年月日

176 改製記載年月日_不詳フラグ 226 児童手当資格区分

177 改製記載年月日_不詳表記 227 児童手当受給開始年月

178 再製記載年月日 228 児童手当受給終了年月

179 再製記載年月日_不詳フラグ 229 統合宛名フラグ

180 再製記載年月日_不詳表記 230 業務ID

181 地区管理コード1 231 削除フラグ

182 地区管理コード2 232 操作者ID

183 地区管理コード3 233 操作年月日

184 地区管理コード4 234 操作時刻

185 地区管理コード5

186 地区管理コード6

187 地区管理コード7

188 地区管理コード8

189 地区管理コード9

190 地区管理コード10

191 住居地補正コード

192 記載順位

193 成年被後見人_該当有無

194 成年被後見人の審判確定日

195 成年被後見人の登記日

196 成年被後見人である旨を知った日

197 除票フラグ

198 除票用データベース登録年月日

199 除票の修正メモ

200 誤記修正後の氏名

住民基本台帳ファイル



「（２）本人確認情報ファイル」及び「（３）送付先情報ファイル」
名称 本人確認情報ファイル 名称 送付先情報ファイル

№ 項　　目　　名 № 項　　目　　名

1 住民票コード 1 送付先管理番号

2 漢字氏名 2 送付先郵便番号

3 外字数（氏名） 3 送付先住所　漢字項目長

4 ふりがな氏名 4 送付先住所　漢字

5 清音化かな氏名 5 送付先住所　漢字　外字数

6 生年月日 6 送付先氏名　漢字項目長

7 性別 7 送付先氏名　漢字

8 市町村コード 8 送付先氏名　漢字　外字数

9 大字・字コード 9 市町村コード

10 郵便番号 10 市町村名　項目長

11 住所 11 市町村名

12 外字数（住所） 12 市町村郵便番号

13 個人番号 13 市町村住所　項目長

14 住民となった日 14 市町村住所

15 住所を定めた日 15 市町村住所　外字数

16 届出の年月日 16 市町村電話番号

17 市町村コード（転入前） 17 交付場所名　項目長

18 転入前住所 18 交付場所名

19 外字数（転入前住所） 19 交付場所名　外字数

20 続柄 20 交付場所郵便番号

21 異動事由 21 交付場所住所　項目長

22 異動年月日 22 交付場所住所

23 異動事由詳細 23 交付場所住所　外字数

24 旧住民票コード 24 交付場所電話番号

25 住民票コード使用年月日 25 カード送付場所名　項目長

26 依頼管理番号 26 カード送付場所名

27 操作者ＩＤ 27 カード送付場所名　外字数

28 操作端末ＩＤ 28 カード送付場所郵便番号

29 更新順番号 29 カード送付場所住所　項目長

30 異動事更新順番号 30 カード送付場所住所

31 更新禁止フラグ 31 カード送付場所住所　外字数

32 予定者フラグ 32 カード送付場所電話番号

33 排他フラグ 33 対象となる人数

34 外字フラグ 34 処理年月日

35 レコード状況フラグ 35 操作者ＩＤ

36 タイムスタンプ 36 操作端末ＩＤ

37 印刷区分

38 住民票コード

39 氏名　漢字項目長

40 氏名　漢字

41 氏名　漢字　外字数

42 氏名　かな項目長

43 氏名　かな

44 郵便番号

45 住所　項目長

46 住所

47 住所　外字数

48 生年月日

49 性別

50 個人番号

51 第３０条の４５に規定する区分

52 在留期間満了の日

53 代替文字変換結果

54 代替文字氏名　項目長

55 代替文字氏名

56 代替文字住所　項目長

57 代替文字住所

58 代替文字氏名位置情報

59 代替文字氏名住所位置情報

60 外字フラグ

61 外字パターン


